
組織名

所在地

TEL

FAX

URL

e-mail

設立

設置都市等

代表者

（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2023年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 5 人

うち常勤研究員数 5 人
非常勤研究員数 0 人

庶務体制

市民参加、外部連携

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

研究室員（市職員）が行っている。

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

２　組織動向

2020年度、岐阜市の将来を見据えた政策に関する調査研究及びその企画立案に関すること
などを行う組織として、企画部内に新設された。

・岐阜市未来のまちづくり構想策定
・SDGs推進
・市の将来を見据えた政策に関する調査研究

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

岐阜市　企画部　未来創造研究室

１　組織概要

岐阜県岐阜市司町40番地1　岐阜市役所9階

058-214-2004

058-264-1719

https://www.city.gifu.lg.jp/info/soshiki/1010441/1010443.html

mirai@city.gifu.gifu.jp

2020年4月1日

岐阜県岐阜市

岐阜市長/企画部未来創造研究室長

https://www.city.gifu.lg.jp/info/soshiki/1010441/1010443.html
https://www.city.gifu.lg.jp/info/soshiki/1010441/1010443.html
https://www.city.gifu.lg.jp/info/soshiki/1010441/1010443.html
https://www.city.gifu.lg.jp/info/soshiki/1010441/1010443.html


（３）会計

2023年度予算 千円　
2022年度決算 千円　
2021年度決算 千円　

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他 　

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

４　特記事項

・室長が全体統括し、室員がテーマに対して研究を行う。

市町村職員中央研究所等の外部の研修に参加。

庁内の人事異動
例：・基盤整備政策課、教育政策課→当研究室
     ・内部統制推進課→当研究室→秘書課

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

３　活動動向

（１）活動実績　　

なし

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

321
7,413

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

1,445

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない



調査研究名

観光に関する調査研究

移住・定住に関する調査研
究

　市内各地域別の社会動態や本市が実施した移住・定住に関するアンケート等をもとに、移
住・定住にかかる課題を分析した。
　地域の実情に応じた移住の新たな仕組みづくりが必要であることから、地域住民と行政が一
緒に取組む施策を立案した。また、「移住」を検討するときには「働く環境」を重視するが、現状
は「働く環境」に魅力を感じていないこと、ウェルビーイング指標の「雇用・所得」の偏差値が低
く、転入に影響していることを把握し、企業の働き方改革を推進する施策を立案した。

　新型コロナウイルスの５類感染症への移行に伴い、観光産業は回復基調になっていることか
ら、国・県・市の統計データの分析を行い、本市の観光の現状把握と課題の洗い出しを行っ
た。
　一人あたりの消費額を上げるための高付加価値化や、事前に情報収集を行う旅行者に対す
る効果的な情報発信に向けた施策等を立案した。

調査研究の概要

５　2023年度に実施した調査研究


